
自動走行 小型無人機（ドローン）

－ 具体的プロジェクトの公募、必要な規制改革事項の抽出（道路交通法、航空法、電波法団体など）
2015年１月 近未来技術実証特区検討会の開始

2015年6月「『日本再興戦略』改訂2015」 閣議決定
・区域会議で意見聴取を行い、技術実証を速やかに行うため
の必要な規制・制度改革に取り組む。

・特定実験試験局制度の手続の迅速化。

２月 藤沢市 買い物支援（一般モニター参加）
３月 仙台市 災害危険区域での実証

１１月 仙北市 ハンドル及びアクセルの無い
車両による地域の移動支援
（一般モニター参加）

（2015年７月 仙北市 デモンストレーション）
４月、１１月 千葉市 宅配の実証
７月 仙北市 日本初の「国際ドローン競技会」

（電波法の特例を活用）

・必要な規制改革を伴う場合を含めた実証実験等を高い
頻度で行い、その効果を検証していく。

2016年6月「 日本再興戦略 2016」 閣議決定

人工知能を活用した
自動運転。
その未来に向かって、

本年、各地で実証実験が
計画されています。
国家戦略特区などを

活用して、自動運転の早
期実用化に向けた民間の
挑戦を後押しします。

４月 千葉市（予定） 約10ｋｍの海上を飛行予定

2017年３月10日 今国会提出の改正特区法案に規定

「事後チェックルール」を徹底した、
いわゆる「サンドボックス制度」の導入

－ １１月（第25回）、１２月（第26回） 有識者議員提出資料
（－ １１月 自民党 経済構造改革に関する特命委員会 中間報告:「規制ゼロのフリーゾーン特区」）

－ １２月（第26回）（株）ＤｅＮＡ 南場会長 ほか出席

－ ２月（第28回） 日産自動車(株)ゴーン会長、㈱自律制御システム研究所 野波CEO ほか出席

国家戦略特区を更に一歩進め、自動走行やドローンなどの近未来技術の実証実験が、
一層スムーズに、またスピーディに行えるよう、安全性を確保しつつ、手続を抜本的
に簡素化する仕組みを直ちに検討してまいります。

2016年11月～国家戦略特区諮問会議での議論

2017年1月安倍総理
施政方針演説

2016年 実証実験開始

・完全自動走行（レベル４）の実現に向け、特区等において、
安全性に関するデータ収集等に必要な公道実証実験を積極
的かつ安全に行うための環境を整備。

・「レベル４」までの技術開発を目指すため、車内に運転者
が不在であっても遠隔装置を通じた監視等や、ハンドル及
びアクセルの無い自動運転車両による走行などが、公道に
おける実証実験として可能となるよう所要の措置を講ずる。

５月中（予定）警察庁「遠隔型の公道実証実験に対する
ガイドライン」を公表
（自然人による遠隔監視が前提）

「日本版レギュラトリー・サンドボックス」
・ 事前規制、手続を抜本的に見直すための具体的方策を、１年以内に検討、措置
・ 事業者向けに、法令相談や手続代行等を行うセンターを設置

３月１１日 東京都 第1回サンドボックス分科会
－「羽田空港周辺」での実証実験の企画
－ 制度設計開始

技術革新が規制制度に阻害されないよう安全性を確保しつつ、事前規制や手続を抜
本的に見直す「サンドボックス制度」を創設し、そして自動走行やドローンなどの
分野で、先行して導入していきます。

資料３
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資料３ 国家戦略特区における
近未来技術実証
（参考資料）



内閣府 地⽅創⽣推進事務局

国家戦略特別区域法及び構造改⾰特別区域法の⼀部を改正する法律案の概要

・ 日本発の革新的医薬品の
承認・市販までのプロセスを
格段に迅速化。

・ 適切な管理の下、技能等を
有する農業分野の専門外国
人材の就労を可能とする。

【入管法の特例】

⼦育てに係る環境の整備など、社会保障・働き⽅の充実

・ 小規模認可保育所の対象年齢を、現在の２歳
から５歳までに拡大し、事業者自らの判断により、
一貫保育などを可能とする。

【児童福祉法等の特例】

・ 特区での地域保育士試験の実施事務を、
一般社団・一般財団法人以外の多様な
主体にも拡大。

【児童福祉法の特例】

外国専⾨⼈材の受⼊れなど、インバウンド・競争⼒向上

近未来技術の実証など、地⽅発のイノベーションの推進

・ 地域の特産品を原料とした
焼酎等を、少量からでも製造
可能とする。

【酒税法の特例】

※その他、構造改⾰特区の提案募集や計画の認定申請の期限を「平成34年３⽉31⽇」まで延⻑。

・ 最先端の実証実験等を迅速に行うため、安全性に十分配慮
しつつ、事前規制・手続を抜本的に見直す。そのための具体的
方策を、１年以内に検討・措置。

・ 事業者向けに、法令相談や手続代行等を行うセンターを設置。

・ 「技術・人文知識・国際業務」「技能」の在留資格の下で、地域
の固有の視点から事業審査等を行い、外国専門人材を受入れ。

・ 企業等からの相談や事例分析等を行う「外国人雇用相談
センター（仮称）」を設置。 【入管法の特例】

⾰新的医薬品の
開発迅速化

「焼酎特区」の創設
＜構造改⾰特区＞

農業外国⼈の就労解禁

⼩規模認可保育所の
対象年齢の拡⼤

地域限定保育⼠試験の
実施主体の拡⼤

クールジャパン・インバウンド
外国専⾨⼈材の就労促進

⾃動⾛⾏・ドローン等の先端実証のための
「⽇本版レギュラトリー・サンドボックス」

・ 企業へのテレワーク導入の
支援等を、国と自治体が
総合的に行うセンターを設置。

テレワーク推進に
向けた 相談拠点整備

・ 公共施設の運営事業者が、
それを利用させる第三者を
自ら決定できるよう、具体策を、
１年以内に検討・措置。

コンセッション事業者の
施設経営の⾃由度向上
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国家戦略特別区域法 改正案（抜粋）

附則

（検討）
第二条 政府は、産業の国際競争力の強化及び国際的な経済活動の拠点の形成の推進を図る観点から、民間資金等
の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成十一年法律第百十七号）第二条第六項に規定する公共
施設等運営事業の円滑かつ効率的な遂行を図るため、同法第九条第四号に規定する公共施設等運営権者が第三者
に対して同法第二条第一項に規定する公共施設等の使用を許すことが可能となるよう、この法律の施行後一年以内を
目途としてその具体的な方策について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

２ 政府は、産業の国際競争力の強化及び国際的な経済活動の拠点の形成の推進を図る観点から、自動車の自動運
転、小型無人機の遠隔操作又は自動操縦その他これらに類する高度な産業技術であって技術革新の進展に即応した
ものの有効性の実証を行う事業活動が積極的に行われるよう、この法律の施行後一年以内を目途として、当該事業活
動に関連する規制の見直しその他の当該事業活動の集中的な推進を図るための施策について検討を加え、その結果
に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

（自動車の自動運転等の有効性の実証を行う事業活動に対する援助）
第三十七条の七 国及び関係地方公共団体は、自動車の自動運転、小型無人機の遠隔操作又は自動操縦その他

これらに類する高度な産業技術であって技術革新の進展に即応したものの有効性の実証を行う事業活動を集中的
に推進することにより、産業の国際競争力の強化及び国際的な経済活動の拠点の形成を図るため、国家戦略特別
区域内において当該事業活動を行う者に対する道路交通法（昭和三十五年法律第百五号）、航空法（昭和二十七年
法律第二百三十一号）、電波法（昭和二十五年法律第百三十一号）その他の法令の規定に基づく手続に関する情報
の提供、相談、助言その他の援助を行うものとする。
２ 第三十六条の二第二項から第四項までの規定は、前項の規定により国及び関係地方公共団体が援助を行う場

合について準用する。この場合において、同条第二項中「前項」とあり、及び同条第三項中「第一項」とあるのは、「第
三十七条の七第一項」と読み替えるものとする。
第三十七条の三を第三十七条の五とし、第三十七条の二を第三十七条の四とし、第三十七条の次に次の二条を

加える。



⑥完全自動走行を見据えた環境整備の推進

「『日本再興戦略』改訂2015」 （6月30日 閣議決定）

残された集中取組期間における国家戦略特区の加速的推進

3



更なる規制改革事項の追加等

③小型無人機や完全自動走行に係る『近未来技術実証』の推進

「『日本再興戦略』2016」 （6月2日 閣議決定）
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国家戦略特区における追加の規制改革事項等について（抜粋）

5

１．近未来技術の実証など、地方発のイノベーション推進

◇ 国家戦略特区において、我が国の成長戦略、第４次産業革命を牽引する「近未来技術の実証」を始めと

する地方発のイノベーションを加速的に推進するため、地方創生の視点も含めた以下の規制改革事項に
ついて、今国会に提出する特区法改正案の中に、特例措置等の必要な規定を盛り込む。

（１） 自動走行、小型無人機等の「近未来技術」の実証を促進する「日本版レギュラトリー・サンド
ボックス」制度の創設など

・ 自動走行や小型無人機等の「近未来技術」の実証をより円滑かつ迅速に行えるよう、諸外国の「規制の砂
場（レギュラトリー・サンドボックス）」を参考に、国家戦略特区において引き続き、実証実験を精力的に行うと
ともに、事後チェックルールの徹底等も含め安全性に十分配慮しつつ、事前規制・手続の抜本的見直しなど
により実証実験を迅速かつ集中的に推進するための具体的方策について、改正法案施行後一年以内を目
途として早急に検討を行い、その結果に基づき、特区において必要な措置を講ずる。

・ また、当該実証実験を実施しようとする民間事業者に対し、関係法令上の手続に係る各種相談や情報提
供等を行うとともに、必要に応じ手続の代行等も行うことを旨とした、関係自治体や関係各府省から構成され
る「近未来技術実証ワンストップセンター（仮称）」を、区域会議の下に設置する。

平成 ２９ 年 ２ 月 ２１ 日

国家戦略特別区域諮問会議
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